予算要求資料
平成２６年度当初予算　　 支出科目　 款：教育費　 項：教育総務費　 目：教育指導費
	事業名　中高一貫教育推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　教育委員会　教育総務課　中等教育企画係　電話番号：058-272-1111（内3507）

　　　　　　　E-mail：c17765@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　　　　　1,377千円（前年度予算額：1,377千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,377
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,377

	要求額
	1,377
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,377

	1月29日時点
査定額
	1,377
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,377

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容＜中高一貫教育＞
（１）要求の趣旨（現状と課題）
６年間を見通した「滑らかな接続によるきめ細やかな指導」による「学力」「規範意識」等の向上と、地域の子どもを地域で育て、将来地域をリードする地域社会人を育成するとともに、グローバル人材や将来のリーダーを育成するための中高一貫教育の在り方について調査・研究を進める。
（２）事業内容

①「地域をリードする地域社会人」の育成
○地域の教育資源等の活用・情報発信
○連携型中高一貫教育の成果の還元

○地域で育てる推進体制の改善・継続
○学力と規範意識を向上させるための継続的な指導
②「グローバル人材や将来のリーダー」を育成するための中高一貫教育校の調査研究

○併設型中高一貫教育校・中等教育学校の調査研究の継続
（３）県負担・補助率の考え方

県負担　10/10

（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	20 
	講話講師謝金

	旅費
	462 
	先進事例調査、連携校旅費

	需用費
	840 
	消耗品費、会議に要する費用

	その他
	55 
	役務費、使用料及び手数料

	合計
	1,377 
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置付け
第２次岐阜県教育ビジョンにおける、重点政策の一つである「中長期的な将来を見据えた高等学校の改革」に位置付け
（２）国・他県の状況

全国の公立中高一貫教育校については、平成２５年度現在、中等教育学校が２９校、併設型中高一貫校が７４校設置されている。また、近県の状況については、愛知県、静岡県、石川県、滋賀県、長野県に併設型中高一貫教育校が設置され、福井県は平成27年度に設置される予定である。
（３）事業主体及びその妥当性
今後の県立高等学校の在り方の方向性の検討や既存の連携型中高一貫教育の維持が必要であり、県教育委員会で実施する必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・「地域をリードする地域社会人」育成のための連携型中高一貫教育を、今後５年間でさらに充実させる。またその取組成果を他校に還元する。

・「グローバル人材や将来のリーダー」を育成するための新たな中高一貫教育校について、今後５年間で設置に係る方向性を定める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地域で育てる推進体制（共同会議）の改善
	４回
（H19）
	８回

（H23）
	８回

（H24）
	８回

（H25）
	９回

（H26）
	89％


	併設型中高一貫教育校・中等教育校の訪問視察校(教委)数
	０回
（H24）


	（H23）
	（H24）
	３校
（H25）


	５校

（H26）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・連携する四地区において中・高教員の共通理解等を図るための共同会議（連絡協議会：年２～４回、コーディネータ会議：月１回、中・高教員合同研修会：年１～２回、評価委員会：年２回）を実施した。


（前年度の成果）

	○西濃地区・可茂地区・郡上地区・飛騨地区

・市町教委主体の推進組織や連携実施校の評価委員会により、取組の自己評価や地域ぐるみの連携活動、地域の声を反映できる推進体制が確立しつつある。
・連絡協議会やコーディネータ会議を充実させることで、中高教員の相互共通理解を図ることやスムーズな対応・協力ができるようになった。
・平成２５年度入学者選抜について、連携型選抜問題の見直しを行った。
・各地区の学習委員会で、基礎学力を定着させる学習教材の作成・改善を行った。
・西濃地区においては、連携以外の町立中学校の生徒にも対象を拡げたサマースクールを実施した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇


	・社会情勢の変化に伴う今後の県立高等学校の在り方の方向性の検討に関わり、中山間地における既存の連携型中高一貫教育の充実と、新たな中高一貫教育校の設置検討が必要となってきている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△


	・連携型中高一貫教育校について「地域をリードする地域社会人」育成という観点から、さらなる充実と他校への還元が必要である。

・「グローバル人材や将来のリーダー」を育成するための新たな中高一貫教育校について、さらなる調査研究が必要である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇


	・連携型中高一貫教育校における「学力向上」のための指導計画や教材等の作成に係る部分については必要最小限とし、新たな中高一貫教育校の調査研究の取組を充実させている。


（今後の課題）

	・既存の連携型中高一貫教育校での取組、連携等が地域に広く周知されていないため、事業成果に対する広報活動を工夫が必要である。

・その取組成果を、中高連携のモデルとして県内の学校に周知し、実践につなげる必要がある。

・併設型中高一貫教育校や中等教育学校について、今後の社会情勢の変化や県民のニーズ、教育環境の変化等から設置の要否等を検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・事業の方向性を、「地域をリードする地域社会人」育成のための連携型中高一貫教育の充実と、「グローバル人材や将来のリーダー」を育成するための新たな中高一貫教育校の設置検討に重点を置いた事業としていく。

・連携型中高一貫教育に係る研修会を継続実施し、実践内容等について県全体に成果を還元する場を設定する

・各地区の取組みや中高一貫教育について地域に広く情報発信するための広報活動を工夫改善する。

・社会情勢の変化や県民のニーズの高まり、教育環境の変化等を踏まえた新たな中高一貫教育校について、さらに調査研究を行う。


